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決 算 取 締 役 会 開 催 日 平成17年 5月27日 中 間 配 当 制 度 の 有 無 無
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1. 17年 3月期の業績（平成16年 4月 1日～平成17年 3月31日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年 3月期       81,341   △10.1       1,040   △43.3         372   △67.8

16年 3月期       90,496    △5.7       1,834    35.8       1,157    44.7

潜 在 株 式 調 整1株 当 た り 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高
後 １ 株 当 た り当 期 純 利 益 当 期 純 利 益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率当 期 純 利 益

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
17年 3月期          122   △77.5          1.10－      0.4     0.3     0.5

16年 3月期          543－           4.72－      1.7     0.9     1.3

(注 )1.期中平均株式数 17年 3月期    111,152,269株 16年 3月期    115,050,743株
2.会計処理方法の変更 有
3.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

( 2 )配当状況

1株当たり年間配当金 配 当 金 総 額 株 主 資 本
配 当 性 向( 年 間 ) 配 当 率中 間 期 末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
17年 3月期           3.00－           3.00         348   272.2     1.0

16年 3月期           3.00－           3.00         328    63.6     1.0

(注 )17年 3月期期末配当金の内訳 記念配当 円 銭 特別配当 円 銭－ － － －

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

17年 3月期      129,164      34,429     26.7         296.46

16年 3月期      131,261      33,058     25.2         302.31

(注 )1.期末発行済株式数 17年 3月期    116,135,926株 16年 3月期    109,352,979株
2.期末自己株式数 17年 3月期     13,514,013株     20,296,960株16年 3月期

2. 18年 3月期の業績予想 （平成17年 4月 1日～平成18年 3月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益

中 間 期 末
百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期       28,000        △900        △800 － － －

通 期       90,000       1,300         400－           3.00          3.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )           3円 44銭

※ 上 記 の 予 想 に は 、 本 紙 の 発 表 日 現 在 の 将 来 に 関 す る 前 提 ・ 見 通 し ・ 計 画 に 基 づ く 予 想 が 含 ま れ て お
り ま す 。
※ 記 載 金 額 は 百 万 円 未 満 を 切 捨 て て 表 示 し て お り ま す 。
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１－（１）.比較貸借対照表 
 

  
前事業年度 

（平成16年３月31日） 
当事業年度 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 金額（百万円） 

構成比 
（％） 金額（百万円） 

構成比 
（％） 

比較増減 

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産         

現金預金 ※１  11,403   9,696  △1,707 

受取手形   3,123   2,869  △254 

完成工事未収入金   23,989   23,112  △877 

不動産事業等未収入
金   471   232  △238 

販売用不動産 ※１  12,235   23,193  10,958 

未成工事支出金   15,441   16,141  699 

不動産事業等支出金   6,585   2,373  △4,212 

繰延税金資産   1,196   2,263  1,066 

短期貸付金   436   337  △99 

立替金   4,744   6,724  1,980 

関係会社立替金   1,617   －  △1,617 

その他   1,363   1,296  △66 

貸倒引当金   △122   △329  △207 

流動資産合計   82,486 62.9  87,910 68.1 5,424 

Ⅱ 固定資産         

１．有形固定資産         

建物 ※１ 11,086   10,193    

減価償却累計額  4,792 6,293  4,335 5,858  △434 

構築物  319   311    

減価償却累計額  272 46  270 41  △5 

機械装置  1,550   1,491    

減価償却累計額  1,354 195  1,341 150  △45 

船舶  7,068   6,828    

減価償却累計額  6,207 860  6,126 701  △158 

車両運搬具  94   86    

減価償却累計額  86 8  81 5  △3 

工具器具・備品  1,006   994    

減価償却累計額  835 171  849 145  △26 

土地 ※1,4  20,464   13,272  △7,191 

建設仮勘定   2   0  △1 

有形固定資産合計   28,043   20,175  △7,868 
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前事業年度 

（平成16年３月31日） 
当事業年度 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

比較増減 

２．無形固定資産         

借地権   1   1  － 

その他   154   154  0 

無形固定資産合計   155   155  0 

３．投資その他の資産         

投資有価証券   7,423   7,130  △293 

関係会社株式   1,585   1,597  12 

長期貸付金   1,902   2,880  977 

従業員に対する長 
期貸付金   0   1  0 

関係会社長期貸付
金   515   1,500  985 

破産債権、更生債
権等   252   267  14 

繰延税金資産   7,059   5,596  △1,463 

長期保証金   1,386   1,284  △101 

その他   885   1,103  217 

貸倒引当金   △476   △480  △3 

投資その他の資産合
計 

  20,535   20,880  345 

固定資産合計   48,734 37.1  41,212 31.9 △7,522 

 Ⅲ 繰延資産         

社債発行費   41   42  0 

繰延資産合計   41 0.0  42 0.0 0 

資産合計   131,261 100  129,164 100 △2,096 
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前事業年度 

（平成16年３月31日） 
当事業年度 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 金額（百万円） 

構成比 
（％） 金額（百万円） 

構成比 
（％） 

比較増減 

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

支払手形   15,443   13,216  △2,226 

工事未払金   15,647   16,490  842 

不動産事業等未払金   1,536   190  △1,345 

社債（1年以内償還
予定）   392   652  260 

短期借入金 ※１  24,457   23,944  △512 

未払金   985   858  △127 

未払法人税等   58   158  100 

未成工事受入金等   11,483   12,876  1,392 

預り金   4,018   4,549  531 

賞与引当金   488   356  △132 

完成工事補償引当金   35   32  △3 

その他   204   197  △6 

流動負債合計   74,752 56.9  73,523 56.9 △1,228 

Ⅱ 固定負債         

社債   1,372   2,020  648 

長期借入金 ※１  14,748   12,027  △2,721 

再評価に係る繰延税
金負債 

※４  1,201   1,237  36 

退職給付引当金   5,035   4,914  △121 

役員退職慰労引当金   321   233  △88 

開発事業損失引当金   260   260  － 

その他   510   518  7 

固定負債合計   23,450 17.9  21,211 16.4 △2,239 

負債合計   98,203 74.8  94,735 73.3 △3,467 

         

（資本の部）         

Ⅰ 資本金 ※３  15,431 11.8  15,431 12.0 － 

Ⅱ 資本剰余金         

資本準備金  3,857   3,857   － 

その他資本剰余金         

資本準備金減少差
益  12,222   12,222   － 

自己株式処分差益  －   753   753 

資本剰余金合計   16,080 12.3  16,833 13.0 753 

Ⅲ 利益剰余金         

当期未処分利益  954   696    

利益剰余金合計   954 0.7  696 0.5 △258 
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前事業年度 

（平成16年３月31日） 
当事業年度 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

比較増減 

Ⅳ 土地再評価差額金 ※４  1,750 1.3  1,803 1.4 53 

Ⅴ その他有価証券評価差
額金 

  1,072 0.8  1,151 0.9 78 

Ⅵ 自己株式 ※６  △2,230 △1.7  △1,486 △1.1 744 

資本合計   33,058 25.2  34,429 26.7 1,370 

負債資本合計   131,261 100  129,164   100 △2,096 
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１－（２）.比較損益計算書 
 

  
前事業年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 金額（百万円） 

百分比 
（％） 金額（百万円） 

百分比 
（％） 

比較 
増減 

Ⅰ 売上高         

完成工事高  84,252   76,310    

不動産事業等売上高  6,244 90,496    100 5,031 81,341    100 △9,154 

Ⅱ 売上原価         

完成工事原価  80,000   73,446    

不動産事業等売上原価  5,088 85,089 94.0 3,407 76,854 94.5 △8,235 

売上総利益         

 完成工事総利益  4,251   2,863    

 不動産事業等総利益  1,155 5,406 6.0 1,623 4,487 5.5 △919 

Ⅲ 販売費及び一般管理費         

役員報酬  223   212    

従業員給料手当  1,036   1,004    

賞与引当金繰入額  85   64    

退職金  5   16    

退職給付費用  175   166    

役員退職慰労引当金繰
入額 

 51   30    

法定福利費  192   170    

福利厚生費  94   82    

修繕維持費  13   7    

事務用品費  37   33    

通信交通費  220   211    

動力用水光熱費  28   29    

調査研究費  69   58    

広告宣伝費  122   139    

交際費  66   58    

寄付金  24   29    

地代家賃  418   375    

減価償却費  75   69    

租税公課  145   221    

保険料  23   35    

雑費  461 3,572 4.0 430 3,447 4.2 △125 

営業利益   1,834 2.0  1,040 1.3 △794 
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前事業年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

比較 
増減 

Ⅳ 営業外収益         

受取利息  70   91    

有価証券利息  4   －    

受取配当金  66   67    

保険収入  45   －    

その他  72 259 0.3 114 274 0.3 14 

Ⅴ 営業外費用         

支払利息  886   875    

その他  50 936 1.0 65 941 1.1 5 

経常利益   1,157 1.3  372 0.5 △785 

Ⅵ 特別利益         

前期損益修正益 ※２ 216   412    

固定資産売却益 ※３ 10   65    

投資有価証券売却益  319   255    

その他  2 548 0.6 25 757 0.9 208 

Ⅶ 特別損失         

前期損益修正損 ※４ 77   66    

固定資産売却損 ※５ 61   59    

固定資産除却損 ※６ 52   30    

貸倒引当金繰入額  53   216    

その他  96 341 0.4 140 513 0.6 171 

税引前当期純利益   1,365 1.5  617 0.8 △748 

法人税、住民税及び事
業税 

 120   115    

法人税等調整額  701 821 0.9 379 494 0.7 △327 

当期純利益   543 0.6  122 0.1 △421 

前期繰越利益   363   626  263 

土地再評価差額金取崩
額   47   △53  △100 

当期未処分利益   954   696  △258 
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重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成15年4月１日 
  至 平成16年3月31日） 

当事業年度 
(自 平成16年4月１日 

  至 平成17年3月31日） 
満期保有目的の債券 ─────── １．有価証券の評価基準およ

び評価方法 償却原価法（定額法）  

 子会社株式および関連会社株式 子会社株式および関連会社株式 

 移動平均法による原価法 同左 

 その他有価証券 その他有価証券 

 時価のあるもの 時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定しております） 

同左 

 時価のないもの 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 同左 

２．たな卸資産の評価基準お

よび評価方法 

  
販売用不動産  個別法による原価

法 

未成工事支出金  個別法による原価
法 

不動産事業等支出金  個別法による原価
法 

材料貯蔵品 
 

 最終仕入原価法に
よる原価法 

  

同左 

有形固定資産 有形固定資産 ３．固定資産の減価償却の方

法  建物については定額法、その他につい

ては定率法によっております。なお、耐

用年数および残存価額については、法人

税法に規定する方法と同一の基準によっ

ております。 

同左 

 無形固定資産 無形固定資産 

  定額法によっております。 同左 

４．繰延資産の処理方法 社債発行費は商法施行規則の規定に基

づき３年間で均等償却しております。 

同左 

 

５．引当金の計上基準 貸倒引当金 貸倒引当金 

  債権の貸倒損失に備えて、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等、特定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。 

 なお、破産債権、更生債権等について

は、債権額から担保の評価額および保証

による回収が可能と認められる額を控除

した残額を取立不能見込額として債権額

から直接減額しており、その金額は

8,673百万円であります。 

 債権の貸倒損失に備えて、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等、特定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。 

 なお、破産債権、更生債権等について

は、債権額から担保の評価額および保証

による回収が可能と認められる額を控除

した残額を取立不能見込額として債権額

から直接減額しており、その金額は

8,155 百万円であります。 

 賞与引当金 賞与引当金 

  従業員賞与の支出に備えて、支給見込

額基準により計上しております。 

同左 
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項目 
前事業年度 

（自 平成15年4月１日 
  至 平成16年3月31日） 

当事業年度 
(自 平成16年4月１日 

  至 平成17年3月31日） 
 完成工事補償引当金 完成工事補償引当金 

 完成工事の瑕疵補修費の支出に備え

て、将来の見積補修額を計上しておりま

す。 

同左 

 

 退職給付引当金 退職給付引当金 

  従業員および執行役員の退職給付に備

えて、当期末における退職給付債務およ

び年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。 

 なお、過去勤務債務は、各期の発生時

における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による定額法によ

り費用処理しております。 

また、数理計算上の差異は、各期の発

生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発生の翌期

から費用処理することとしております。 

同左 

 

 役員退職慰労引当金 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支出に備えて、内

規に基づく期末要支給額を計上しており

ます。 

同左 

 開発事業損失引当金 開発事業損失引当金 

  開発事業取引に関して、将来発生する

可能性のある損失に備えて、契約条件、

開発計画等を検討し、当社が負担するこ

ととなる損失見込額を計上しておりま

す。 

 

同左 

 

６．完成工事高の計上基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

完成工事高の計上は、工事完成基準を

採用しておりますが、長期大型（工期１

年以上かつ請負金額10億円以上）の工事

については、工事進行基準を採用してお

ります。 

 なお、工事進行基準によった完成工事

高は17,358百万円であります。 

 

完成工事高の計上は、工事完成基準を

採用しておりますが、長期大型（工期１

年以上かつ請負金額５億円以上）の工事

については、工事進行基準を採用してお

ります。 

 なお、工事進行基準によった完成工事

高は20,272百万円であります。 

（会計処理の変更） 

 従来、「工期１年以上かつ請負金額10

億円以上」の工事について工事進行基準

を採用しておりましたが、当期における

新規受注工事より、「工期１年以上かつ

請負金額５億円以上」の工事に適用範囲

を変更いたしました。この変更は、経済

環境の変化に伴い受注工事の請負金額が

小型化しており、今後もその傾向が継続 
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項目 
前事業年度 

（自 平成15年4月１日 
  至 平成16年3月31日） 

当事業年度 
(自 平成16年4月１日 

  至 平成17年3月31日） 
   すると見込まれることから、期間損益計

算の更なる適正化を図るために行ったも

のであります。 

 なお、この変更により、前期と同一の

方法によった場合に比べ、完成工事高は

1,770百万円の増加、売上総利益、営業

利益、経常利益および税引前当期純利益

は139百万円の増加となっております。 

７．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

８．ヘッジ会計の方法  金利スワップはその要件を満たしてい

るため特例処理を採用しております。 

同左 

９．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

 消費税および地方消費税に相当する額

の会計処理は、税抜方式によっておりま

す。 

消費税等の会計処理 

同左 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成16年3月31日） 

当事業年度 
（平成17年3月31日） 

※１ このうち、下記のとおり担保に供しております。 ※１ このうち、下記のとおり担保に供しております。 

(1）(イ)担保差入資産 (1）(イ)担保差入資産 
  

 百万円 

販売用不動産 197 

建物 751 

土地 1,394 

計 2,343 
  

  
 百万円 

販売用不動産 197 

建物 648 

土地 1,160 

計 2,007 
  

(ロ)担保付債務 (ロ)担保付債務 
  

長期借入金 
（１年以内返済予定額を
含む） 

3,795百万円 

  

  
長期借入金 
（１年以内返済予定額を
含む） 

3,671百万円 

  
(2）上記の他、定期預金96百万円を第三者の借入金96

百万円の担保に供しております。 

(2）上記の他、定期預金76百万円を第三者の借入金76

百万円の担保に供しております。 

２ 保証債務 ２ 保証債務 

下記の相手先の金融機関等からの借入に対し、

債務保証を行っております。 

下記の相手先の金融機関等からの借入に対し、

債務保証を行っております。 
  

 百万円 

門司港開発株式会社 2,299 

北九州市吉志土地区画整
理組合 

2,800 

全国漁港漁村振興漁業協
同組合連合会 338 

大丸防音株式会社 854 

株式会社ブルーエポック 100 

その他 129 

計 6,522 
  

  
 百万円 

門司港開発株式会社 2,141 

北九州市吉志土地区画整
理組合 

1,800 

全国漁港漁村振興漁業協
同組合連合会 312 

大丸防音株式会社 509 

その他 129 

計 4,893 
  

門司港開発㈱への保証債務の一部は連帯保証で

あり、当社負担額を記載しております。 

門司港開発㈱への保証債務の一部は連帯保証で

あり、当社負担額を記載しております。 

※３ 会社が発行する株式の総数 ※３ 会社が発行する株式の総数 
  

普通株式 240,000,000株 
  

同左 

ただし、定款の定めにより株式の消却が行われた

場合には、会社が発行する株式について、これに

相当する株式数を減ずることとなっております。 

 

発行済株式総数  
  

普通株式 129,649,939株 
  

  
  

  
 



 

－  － 
 

11 

前事業年度 
（平成16年3月31日） 

当事業年度 
（平成17年3月31日） 

※４ 事業用土地の再評価 ※４ 事業用土地の再評価 

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号）および土地の再評価に関する法律

の一部を改正する法律（平成13年３月31日公布法

律第19号）に基づき、事業用の土地の再評価を

行っております。なお、評価差額については当該

評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延

税金負債」として負債の部に計上し、これを控除

した金額を「土地再評価差額金」として資本の部

に計上しております。 

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号）および土地の再評価に関する法律

の一部を改正する法律（平成13年３月31日公布法

律第19号）に基づき、事業用の土地の再評価を

行っております。なお、評価差額については当該

評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延

税金負債」として負債の部に計上し、これを控除

した金額を「土地再評価差額金」として資本の部

に計上しております。 

・再評価の方法 ・再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月

31日公布政令第119号）および土地の再評価に関

する法律施行令の一部を改正する政令（平成11年

３月31日公布政令第125号）第２条第３号に定め

る地方税法に規定する固定資産税の課税価格の基

礎となる価額および同条第１号に定める地価公示

法の規定により公示された価格等に合理的な調整

を行って算出しております。 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月

31日公布政令第119号）および土地の再評価に関

する法律施行令の一部を改正する政令（平成11年

３月31日公布政令第125号）第２条第３号に定め

る地方税法に規定する固定資産税の課税価格の基

礎となる価額および同条第１号に定める地価公示

法の規定により公示された価格等に合理的な調整

を行って算出しております。 

・再評価を行った日 平成13年３月31日 ・再評価を行った日 平成13年３月31日 

・再評価を行った土地の当期末における時価と再評価

後の帳簿価額との差額        2,460百万円 

・再評価を行った土地の当期末における時価と再評価

後の帳簿価額との差額        2,978百万円 

５ 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は2,822

百万円であります。 

５ 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は2,954 

百万円であります。 

※６ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式

20,296,960株であります。 

※６ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式 

13,514,013株であります。 
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（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成15年4月１日 
  至 平成16年3月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年4月１日 
  至 平成17年3月31日） 

１ 研究開発費 １ 研究開発費 

一般管理費および当期製造費用に含まれる研究

開発費の総額は236百万円であります。 

一般管理費および当期製造費用に含まれる研究

開発費の総額は207百万円であります。 

※２ 前期損益修正益の内訳は、下記のとおりでありま

す。 

※２ 前期損益修正益の内訳は、下記のとおりでありま

す。 
  

 百万円 

過年度工事未収等修正益 36 

貸倒引当金戻入額 177 

その他 1 

計 216 
  

  
 百万円 

過年度工事未収等修正益 71 

貸倒引当金戻入益 330 

その他 10 

計 412 
  

※３ 固定資産売却益の内訳は、下記のとおりでありま

す。 

※３ 固定資産売却益の内訳は、下記のとおりでありま

す。 
  

 百万円 

土地 8 

無形固定資産 1 

その他 0 

計 10 
  

  
 百万円 

建物 14 

土地 50 

その他 0 

計 65 
  

※４ 前期損益修正損は、下記のとおりであります。 ※４ 前期損益修正損の内訳は、下記のとおりでありま

す。 
  

過年度工事未収等修正損 72百万円 

  

  
  

  
 百万円 

過年度工事未払等修正損 30 

完成工事補償引当金繰入額 19 

その他 16 

 計 66 
  

※５ 固定資産売却損の内訳は、下記のとおりでありま

す。 

※５ 固定資産売却損の内訳は、下記のとおりでありま

す。 
  

 百万円 

建物 33 

工具器具・備品 3 

土地 23 

その他 0 

計 61 
  

  
 百万円 

建物 8 

船舶 22 

土地 28 

その他 0 

計 59 
  

※６ 固定資産除却損の内訳は、下記のとおりでありま

す。 

※６ 固定資産除却損の内訳は、下記のとおりでありま

す。 
  

 百万円 

建物 46 

車両運搬具 4 

その他 1 

計 52 
  

  
 百万円 

建物 29 

その他 1 

計 30 
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（リース取引関係） 

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略しております。 

 

（有価証券関係） 

前事業年度および当事業年度のいずれにおいても子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはあり

ません。 

 

（税効果会計関係） 

 
前事業年度 

（平成16年３月31日） 
当事業年度 

（平成17年３月31日） 

繰延税金資産および繰延税金負債の発生の

主な原因別の内訳 

  

  
繰延税金資産 

貸倒引当金 

賞与引当金 

退職給付引当金 

繰越欠損金 

その他 

繰延税金資産小計 

評価性引当額 

繰延税金資産合計 

繰延税金負債 

 その他有価証券評価差額金 

繰延税金負債合計 

繰延税金資産の純額 
  

  
百万円

3,328 

198 

1,815 

2,714 

1,118 

9,175 

△183 

8,992 

 

△736 

△736 

8,256 
  

  
百万円

3,205 

145 

1,913 

2,153 

1,415 

8,833 

△183 

8,650 

 

△790 

△790 

7,859 
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１－（３）.比較利益処分案 
 

  
前事業年度 

（平成16年６月29日） 
株主総会決議 

当事業年度 
（平成17年６月29日） 

株主総会決議 

区分 
注記 
番号 金額（百万円） 金額（百万円） 

当期未処分利益   954  696 

利益処分額      

 株主配当金  328  348  

 （１株につき）  （3円） 328 （3円） 348 

次期繰越利益   626  347 

      
 



 

－  － 
 

15 

２． 受注・売上・繰越工事分類表 
 

  （１）受  注  高 

（単位：百万円） 

期別 前期（15.4～16.3） 当期（16.4～17.3） 増   減 

区分 金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率 

  %  %  % 

海上土木 26,930 35.0 59,223 56.3 32,293 119.9 

陸上土木 20,450 26.6 16,069 15.3 △4,381 △21.4 

建築 27,298 35.5 28,097 26.7 798 2.9 

建設事業 計 74,679 97.1 103,390 98.3 28,711 38.4 

開発事業等 2,203 2.9 1,818 1.7 △384 △17.5 

合計 76,882 100.0 105,209 100.0 28,326 36.8 

 

  （２）売  上  高 

（単位：百万円） 

期別 前期（15.4～16.3） 当期（16.4～17.3） 増   減 

区分 金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率 

  %  %  % 

海上土木 32,872 36.3 27,992 34.4 △4,879 △14.8 

陸上土木 28,834 31.9 21,822 26.8 △7,011 △24.3 

建築 22,545 24.9 26,495 32.6 3,949 17.5 

完成工事高 計 84,252 93.1 76,310 93.8 △7,941 △9.4 

不動産売上高 4,040 4.5 3,221 4.0 △819 △20.3 

開発事業等売上高 2,203 2.4 1,809 2.2 △394 △17.9 

合計 90,496 100.0 81,341 100.0 △9,154 △10.1 

 

  （３）繰  越  高 

（単位：百万円） 

期別 前期（15.4～16.3） 当期（16.4～17.3） 増   減 

区分 金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率 

  %  %  % 

海上土木 15,639 20.9 46,871 46.0 31,231 199.7 

陸上土木 32,437 43.3 26,685 26.2 △5,752 △17.7 

建築 26,785 35.8 28,386 27.8 1,601 6.0 

建設事業 計 74,863 100.0 101,943 100.0 27,079 36.2 

開発事業等 － － 9 0.0 9 － 

合計 74,863 100.0 101,952 100.0 27,089 36.2 
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３. 役員の異動 
 
 
 

役員の異動につきましては、平成17年５月16日に公表のとおりであります。 

 


